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調査の概要 
●調査の目的 

この調査は、平成 30 年度で計画期間の満了を迎える「第２次加東市男女共同参画プラ

ン」の改定にあたり、市民の男女共同参画に関する意識、意向などを把握し、新計画策

定の基礎資料とすることを目的としています。 

 

●調査対象 

  平成 29 年 4 月 1 日現在、市内に居住する 18 歳以上の市民 4,000 人 

 

●調査方法 

  配布：郵送 

回収：郵送もしくはインターネットによる回答を、回答者が選択 

 

●調査期間 

  平成 29 年 8 月 23 日（水）～平成 29 年 9 月 15 日（金） 

 

●回収結果 

発送数 回収数 うち無効票 有効回答数 有効回答率 

4,000 1,490 0 1,490 37.3％ 

 

●報告書の見方 

  〇本文中および図中に示した集計結果は、その質問の回答者数を基数（ｎ）として算出

し、百分率（％）で示しています。 

〇集計結果は小数点第２位で四捨五入しているため、回答比率の合計が 100.0％となら

ない場合があります。 

〇複数回答を求めた質問では、回答比率の合計が 100.0％を超えることがあります。ま

たグラフには以下の表示を付記しています。 

   ・ＭＡ％（Multiple Answer） ：回答選択肢の中からあてはまるものすべてを選択す

る場合 

   ・3ＬＡ％（3Limited Answer）：回答選択肢の中からあてはまるものを 3つまで選択

する場合 

    

 

  

【概要版】 
男⼥共同参画に関する市⺠意識調査結果 
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調査結果 

１．回答者の属性 

 

 

 

 

 

２．「男は外で働き、⼥は家庭を守るべき」という考え方について 

【設問】あなたは、「男は外で働き、女は家庭を守るべき」という考え方について、ど

のように思いますか。（〇は１つ） 

 

 
 

  

女性

58.1%

男性

38.0%

その他

0.1%

無回答

3.9%

平成29年度調査

（n=1,490）

20歳代以下

8.9%

30歳代

10.3%

40歳代

15.5%

50歳代

16.8%

60歳代

26.4%

70歳代

以上

18.5%

無回答

3.6%

平成29年度調査

（n=1,490）

3.0

6.5 

4.9 

23.6

33.8 

32.2 

21.2

20.9 

21.1 

46.0

35.1 

34.2 

1.8

3.1 

4.8 

4.4

0.6 

2.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成29年度調査 (n=1,490)

平成25年度調査 (n=832)

平成20年度調査 (n=798)

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない

わからない 無回答

「男は外で働き、女は家庭を守るべき」という考え方について、賛成する人（『そ

う思う』人）は減少しています。また、反対する人（『そう思わない』人）が

賛成する人を上回っています。 
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３．現在の日本社会の男⼥の地位について 

【設問】あなたは、現在の日本社会でみた場合の男女の地位についてどのように感じま

すか。（〇はそれぞれ１つ） 
 

 
 

【平成 25 年度調査、平成 20 年度調査との比較 「日本社会全体で」】 

 

  ※前回までの調査では、「あなたは、現代の社会における男女の地位について、どのように思いますか」とたずねています。 

  ※前回までの調査では、『女性が優遇（優位）』の部分は『女性が優遇されている』、『男性が優遇（優位）』の部分は『男

性が優遇されている』となっています。 

 

 

 

 

 

 

7.6

0.3

0.8

0.3

1.2

0.3

0.4

0.2

29.5

2.8

5.2

0.7

5.0

0.9

1.9

1.4

19.7

11.9

54.5

17.0

36.6

16.2

11.5

11.5

27.8

46.4

18.5

45.5

30.1

41.8

43.7

57.4

8.7

30.9

5.3

25.6

10.3

28.5

32.1

20.5

4.3

4.8

12.3

7.6

13.2

9.0

7.4

6.0

2.5

2.8

3.4

3.2

3.6

3.3

3.0

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家庭生活で

地域活動で

学校教育の場で

職場で

法律や制度の上で

政治の場で

社会通念・慣習・しきたりなどで

日本の社会全体で

平成29年度調査（n=1,490）

女性が優遇（優位） どちらかといえば女性が優遇（優位）
平等になっている どちらかといえば男性が優遇（優位）
男性が優遇（優位） わからない
無回答

0.2

1.8

1.4

1.4

9.6

6.1

11.5

20.8

14.9

57.4

46.0

48.6

20.5

10.3

13.5

6.0

10.6

10.9

3.0

0.8

4.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成29年度調査 (n=1,490)

平成25年度調査 (n=832)

平成20年度調査 (n=798)

女性が優遇（優位） どちらかといえば女性が優遇（優位）
平等になっている どちらかといえば男性が優遇（優位）
男性が優遇（優位） わからない
無回答

学校教育の場では『平等になっている』と感じている人が過半数いるものの、

多くの場面で『男性が優遇』されていると感じている人が多くなっていることか

ら、現在の「日本の社会全体」について、約 8 割の人が『男性が優遇』されてい

る社会であると感じていることにつながっていると考えられます。 

また、「日本の社会全体で」について、平成 25 年度調査、平成 20 年度調査

と比べると、『平等になっている』が減少し、『男性が優遇』が増加しています。 
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４．ワーク・ライフ・バランスについて（現状の生活と希望の生活） 

【設問】あなたの生活で、現状に近いものはどれですか。（〇は１つ） 

 

 

  

 

【設問】あなたの生活で、希望に近いものはどれですか。（〇は１つ） 

 

 
 

 

 

 

 

 

20.4

17.7 

21.2 

17.1

18.6 

15.9 

3.6

4.8 

2.4 

27.2

27.3 

25.9 

6.4

7.0 

8.6 

9.5

9.6 

6.4 

13.0

12.7 

13.7 

2.9

2.3 

5.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成29年度調査 (n=1,490)

平成25年度調査 (n=832)

平成20年度調査 (n=798)

「仕事」が中心の生活となっている

「家庭生活」が中心の生活となっている

「プライベートな時間」が中心の生活となっている

「仕事」と「家庭生活」がともに中心の生活となっている

「仕事」と「プライベートな時間」がともに生活の中心となっている

「家庭生活」と「プライベートな時間」がともに生活の中心となっている

「仕事」と「家庭生活」と「プライベートな時間」がともに生活の中心となっている

無回答

2.5

2.3 

1.9 

9.1

11.8 

11.3 

8.9

8.7 

8.3 

14.6

16.3 

15.5 

9.0

7.0 

6.1 

19.8

21.0 

15.9 

33.0

30.3 

35.3 

3.1

2.6 

5.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成29年度調査 (n=1,490)

平成25年度調査 (n=832)

平成20年度調査 (n=798)

「仕事」を優先したい
「家庭生活」を優先したい
「プライベートな時間」を優先したい
「仕事」と「家庭生活」をともに優先したい
「仕事」と「プライベートな時間」をともに優先したい
「家庭生活」と「プライベートな時間」をともに優先したい
「仕事」と「家庭生活」と「プライベートな時間」をともに優先したい
無回答

現状では「仕事」や「家庭生活」が中心となっている人が多くなっています

が、希望としてはそれらの生活に加えて「プライベートな時間」も優先したい

と考える人が多くなっています。 
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５．ワーク・ライフ・バランスの実現のために必要なこと 

【設問】あなたは、女性と男性がともに働きながら家事、育児や教育、介護、地域活動

に積極的に参加していくためには、特にどのようなことが必要だと思いますか。

（〇は３つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

46.0

40.7

11.2

43.5

19.5

37.9

19.3

15.3

31.9

1.1

2.8

2.3

35.9 

27.6 

9.3 

41.0 

20.6 

44.2 

22.5 

15.5 

33.2 

1.7 

2.6 

4.0 

33.3 

26.8 

9.8 

42.7 

18.0 

36.5 

21.6 

10.9 

25.9 

1.3 

5.8 

6.4 

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

男女の役割に関する社会通念や慣習、

しきたりなどを改めること

仕事中心、企業中心という社会全体の仕組みを改めること

仕事と家庭の両立などの問題について

相談できる窓口を設けること

労働時間を短くしたり、休暇をとりやすくしたりすること

在宅勤務やフレックスタイム（時間差出勤）など、

働き方を充実させること

夫婦の間で家事などを分担するように十分に話し合うこと

家事などを男女で分担するようなしつけや育て方をすること

男性の家事、育児、介護などの能力を高めること

男性の家事、育児、介護などに参加することによる

ライフスタイルの変化に対する抵抗感をなくすこと

その他

わからない

無回答

（3ＬＡ％）

平成29年度調査 (n=1,490)

平成25年度調査 (n=832)

平成20年度調査 (n=798)

ワーク・ライフ・バランスの実現のためには、「夫婦間での話し合い」とい

った本人による解決よりも、「社会慣習や社会の仕組みを改めること」といっ

た社会環境の変化が必要と考える人が増加していることがうかがえます。 
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６．⼥性が職業をもつことについて 

【設問】あなたは、女性が職業（会社勤めなどの収入のある職業に限る）をもつことに

ついてどのようにお考えですか。（〇は１つ） 

  ※「結婚、出産にかかわらず、ずっと職業をもち続ける方がよい」は、前回までの調査では「結婚、出産にかかわらず、ず

っと職業を続けるほうがよい」となっています。 

  ※「子どもができたら職業をやめるが、子どもに手がかからなくなったら再び職業をもつ方がよい」は、前回までの調査で

は「子どもができたら職業をやめるが、大きくなったら再び職業をもつ方がよい」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

3.4

5.0 

5.1 

5.0

8.8 

6.5 

42.4

30.9 

24.6 

40.7

44.6 

47.2 

0.9

1.3 

1.0 

3.2

4.0 

5.3 

2.7

3.5 

4.5 

1.8

1.9 

5.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成29年度調査 (n=1,490)

平成25年度調査 (n=832)

平成20年度調査 (n=798)

結婚するまでは、職業をもつ方がよい

子どもができるまでは、職業をもつ方がよい

結婚、出産にかかわらず、ずっと職業をもち続ける方がよい

子どもができたら職業をやめるが、子どもに手がかからなくなったら再び職業をもつ方がよい

女性は職業をもたない方がよい

その他

わからない

無回答

『結婚、出産にかかわらず、ずっと職業をもち続ける方がよい』と考える人

が増加してきています。 
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７．⼥性が働きやすい環境をつくるために必要なこと 

【設問】あなたは、女性が働きやすい環境をつくるためには、特にどのようなことが必

要だと思いますか。（〇は３つまで） 

※「男性が育児休業や介護休業を取りやすくする」は、前回以前の調査では「育児休業や介護休業を取りやすくする」とな

っています。「男女ともに労働時間を短くしたり、休暇を取りやすくする」と「男女ともに在宅勤務やフレックスを取

り入れる」は、前回以前の調査では文頭に「男女ともに」がありませんでした。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

65.8

56.1

25.2

26.2

11.9

16.7

32.0

11.9

1.6

24.1

1.4

1.5

1.7

65.3 

52.9 

20.0 

22.0 

8.3 

40.0 

28.0 

10.2 

1.4 

26.6 

1.6 

1.2 

1.8 

54.1 

45.2 

14.2 

26.4 

6.3 

33.7 

26.3 

11.8 

2.1 

25.1 

1.9 

2.9 

5.9 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

夫や家族の理解と協力を得る

保育所、学童保育、企業内託児所など

保育環境を充実させる

介護施設やホームヘルパー制度など

介護福祉サービスを充実させる

パートタイマーや派遣社員などの

労働条件をよくする

昇進、昇給や仕事の分担など職場での

男女格差をなくす

男性が育児休業や介護休業を

取りやすくする

男女ともに労働時間を短くしたり、

休暇をとりやすくしたりする

男女ともに在宅勤務やフレックスタイム

（時間差出勤）を取り入れる

パソコン講座や起業、再就職するための

セミナーなどを充実させる

女性が働ける職場を増やしたり、

就職支援を充実したりさせる

その他

わからない

無回答

（3ＬＡ％）

平成29年度調査 (n=1,490)

平成25年度調査 (n=832)

平成20年度調査 (n=798)

女性が働きやすい環境をつくるために必要なことをたずねたところ、『夫や

家族の理解と協力を得る』が 65.8％と最も多く、次いで『保育所、学童保育、

企業内託児所など保育環境を充実させる』が 56.1％、『男女ともに労働時間

を短くしたり、休暇をとりやすくしたりする』が 32.0％などとなっています。 
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８．⼥性のリーダーの増加による影響 

【設問】政治・経済・地域などの各分野で、女性の参加が進み、女性のリーダーが増え

るとどのような影響があると思いますか。（〇はいくつでも） 

   

 

 

 

 

  

51.2

29.8

56.8

9.1

65.8

33.4

17.8

28.3

5.2

5.8

12.9

1.5

1.1

2.7

2.8

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

多様な視点が加わることにより、新たな価値や

商品・サービスが創造される

人材・労働力の確保につながり、社会全体に

活力を与えることができる

女性の声が反映されやすくなる

国際社会から好印象を得ることができる

男女問わず優秀な人材が活躍できるようになる

男女問わず仕事と家庭の両立を

優先しやすい社会になる

労働時間の短縮など働き方の見直しが進む

男性の家事・育児などへの参加が増える

今より仕事以外のことが優先され、業務に

支障をきたすことが多くなる

男性のポストが減り、男性が活躍しづらくなる

保育・介護などの公的サービスの必要性が増大し、

家計負担及び公的負担が増大する

その他

特にない

わからない

無回答

（ＭＡ％）

平成29年度調査 (n=1,490)

女性のリーダーの増加によって、「性別に関わらず個人の能力を評価する社

会や、多様性のある社会づくりに良い影響がある」と考える人が多くなってい

ます。 
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９．男性の育児休業や介護休業の取得が進まない理由について 

【設問】男性の育児休業や介護休業等の取得が進まない状況ですが、それはどのような

理由からだと思いますか。（〇は３つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

40.4

23.3

39.6

45.8

43.8

10.4

35.8

9.0

3.9

3.5

5.3

2.1

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

自分の仕事の代わりをしてくれる人がいないから

同僚の理解が得られないから

上司の理解が得られないから

収入が減るから

人事評価や昇給に影響があると思うから

育児や介護をしたくないから

育児休業や介護休業の取得の前例がないから

男性が育児休業や介護休業をするのは恥ずかしいから

男性が育児休業や介護休業を取得する必要がないから

その他

わからない

無回答

（3ＬＡ％）

平成29年度調査 (n=1,490)

男性の育児休業や介護休業の取得が進まないのは、「収入の減少」が理由と

考える人が多くなっていますが、『上司の理解が得られないから』、『人事評

価や昇給に影響があると思うから』、『自分の仕事の代わりをしてくれる人が

いないから』、「前例がない」といった、勤務先の理解不足や協力不足も育児

休業等の取得を阻む要因となっていることがうかがえます。 
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10．男⼥共同参画社会の実現に向けて市が力を入れるべきこと 

【設問】あなたは、男女共同参画社会を実現するためには、今後、加東市では特にどの

ようなことに力を入れるとよいと思いますか。（〇は３つまで） 

  ※「児童虐待やセクシュアル・ハラスメントなどに関する相談窓口の周知を図る」は、前回までの調査では「児童虐待やセ

クシュアル・ハラスメントなどに関する女性の相談窓口を充実させる」となっています。 

 

 

 

 

 

  

34.8

15.2

12.1

9.5

22.0

19.3

7.9

19.5

17.4

52.3

12.7

22.1

2.0

4.0

35.3 

13.8 

7.7 

12.5 

20.4 

22.5 

10.6 

22.7 

19.6 

49.5 

13.3 

19.6 

2.2 

5.0 

31.0 

12.0 

0.0 

9.5 

15.7 

17.7 

9.8 

21.2 

16.5 

34.5 

9.9 

17.7 

3.9 

12.8 

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％

男女の役割に関する偏見や社会慣習、

しきたりを改めるための啓発を行う

男女共同参画に関する学習活動

（講座やセミナー）を充実させる

児童虐待やセクシュアル・ハラスメントなどに

関する相談窓口の周知を図る

男性の生活自立や地域活動を進めるような

意識啓発と学習機会を充実させる

保育園、幼稚園、認定こども園、学校における人権や

男女共同参画等の教育を充実させる

家庭で男女の性別にこだわらない子育てが

なされるように啓発する

男女共同参画の担当課を設置したり、男女共同参画

センターなどの拠点施設を整備したりする

議会や審議会など政策決定の場への

女性の登用を促進する

審議会委員や地域のリーダーとして活躍

できる女性の人材を育成する

安心して働くための保育・介護のサービスや

施設を充実させる

女性の職業訓練や就業情報の提供などの

就業支援を充実させる

企業や事業主に対して就労条件の

改善などを啓発する

その他

無回答

（3ＬＡ％）

平成29年度調査 (n=1,490)

平成25年度調査 (n=832)

平成20年度調査 (n=798)

男女共同参画社会の実現には、子育てや介護を、社会全体で支える仕組みを

充実させることが重要と考える人が最も多くなっています。 

一方、「社会慣習等の変化」が重要と考える人も多いことから、社会や市民

への啓発などの取り組みを、長期的な視点で継続して行うことが重要であると

考えられます。 
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11．虐待、セクシュアル・ハラスメントの経験等 

（１）子どもに対する虐待の経験等 

【設問】子どもに対する虐待について、あなたが直接被害を受けたり、見聞きしたりし

たことがありますか。（〇はいくつでも） 

※今回の調査には「その他」はありません。 

 

 

 

 

 

 

（２）高齢者に対する虐待の経験等 

【設問】高齢者に対する虐待について、あなたが直接被害をうけたり、見聞きしたりし

たことがありますか。（〇はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

3.9

8.1

84.9

6.0

2.6

2.5 

6.0 

87.7 

5.9 

0.8 

1.7 

2.0 

7.4 

74.4 

10.4 

0.8 

9.3 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

自分が直接虐待を受けたことがある

自分に経験はないが、身近で虐待を

受けている事例を知っている

自分に経験はないが、虐待が問題になっている

ことをテレビや新聞などで知っている

子どもに対する虐待について見聞きしたことはない

その他

無回答

（ＭＡ％）

平成29年度調査 (n=1,490)

平成25年度調査 (n=832)

平成20年度調査 (n=798)

0.3

7.8

86.0

8.1

2.3

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

自分が直接虐待を受けたことがある

自分に経験はないが、身近で虐待を

受けている事例を知っている

自分に経験はないが、虐待が問題になっていることを

テレビや新聞などで知っている

高齢者に対する虐待について見聞きしたことはない

無回答

（ＭＡ％）

平成29年度調査 (n=1,490)

「自分が虐待を受けた経験のある」人や、「身近で虐待事例を知っている」

人が増加しています。 

「自分が虐待を受けた経験のある」人や、「身近で虐待事例を知っている」

人があります。 
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（３）セクシュアル・ハラスメントの経験等 

【設問】あなたは、セクシュアル・ハラスメントについて、経験をしたり、見聞きした

りしたことがありますか。（〇はいくつでも） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.4

12.1

83.0

4.0

0.5

0.6

3.0

7.2 

8.3 

83.2 

3.8 

0.7 

2.3 

1.9 

5.0 

10.4 

70.2 

6.3 

0.8 

1.0 

12.0 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

自分が直接被害にあったことがある

自分に経験はないが、身近で

被害にあった事例を知っている

自分に経験はないが、セクシュアル・ハラスメントが問

題になっていることをテレビや新聞などで知っている

セクシュアル・ハラスメントについて

見聞きしたことはない

セクシュアル・ハラスメント（セクハラ）という

言葉をはじめて聞いた

その他

無回答

（ＭＡ％）

平成29年度調査 (n=1,490)

平成25年度調査 (n=832)

平成20年度調査 (n=798)

『自分が直接被害にあったことがある』人は 5.4％となっており、平成 25

年度調査と比べるとやや減少しています。 


